
山形県教育旅行誘致協議会会則 

（名称） 

第１条 本会は、山形県教育旅行誘致協議会（以下「協議会」という。）という。 

（目的） 

第２条 協議会は、教育旅行に関わる事業者や県、市町村が相互に連携し、本県への教育旅

行の更なる誘致促進を図るとともに、国内外の学校間相互交流を図るため、必要な諸事業

を総合的に展開し、山形県観光産業の発展や地域の活性化と国際的に活躍できる若い世代

の人材育成に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）教育旅行誘客推進に関する事業 

（２）教育旅行受入態勢整備に関する事業 

（３）学校間の相互交流促進に関する事業 

（４）情報の収集、提供に関する事業 

（５）その他、目的の達成のために必要な事業 

（構成） 

第４条 協議会は、県、市町村及び第２条の目的に賛同する団体等（以下「会員」という。）

をもって構成する。 

（役員） 

第５条 協議会に次の役員を置く。 

（１）会 長  

（２）副会長 

（３）幹 事  

（４）監 事  

２ 役員は、総会において選任する。 

（役員の職務） 

第６条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指名する副会長

が会長の職務を代理する。 

３ 幹事は、会務を執行する。 

４ 監事は、協議会の会計を監査する。 

（任期） 

第７条 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

 ２ 役員に欠員が生じたときは、その後任の職にある者をもって後任の役員に充てる。 

（会議） 

第８条 協議会の会議は、総会及び幹事会とする。 

（議決）                       

第９条 前条に定める会議の議事は、出席した会員又は役員の過半数の同意をもって決し、

可否同数のときは議長の決するところによる。 

（委任） 

第１０条 第８条に定める会議において、やむを得ない理由のために会議に出席することが

できない会員又は役員は、他の者に表決等の権限を委任することができる。この場合にお

いて、前条の適用については、出席したものとみなす。 



（総会） 

第１１条 総会は、会長が招集し、次の事項について審議する。 

 （１）事業の推進に係る基本方針に関すること 

 （２）事業計画及び収支予算に関すること 

 （３）事業報告及び収支決算に関すること 

 （４）規約の制定及び改廃に関すること 

 （５）その他、会長が必要と認める事項に関すること 

２ 総会の議長は、会長がこれにあたる。 

（幹事会） 

第１２条 幹事会は、幹事および監事で構成し、次の事項について審議する。 

 （１）総会に付議すべき事項に関すること 

 （２）総会によって幹事会に委任された事項に関すること 

 （３）総会を開催するいとまのない緊急事項に関すること 

 （４）その他、会長が必要と認める事項に関すること 

２ 幹事会は幹事長を置き、公益社団法人山形県観光物産協会専務理事がこれにあた 

る。 

 ３ 幹事会は幹事長が召集し、議長にあたる。 

４ 幹事会における審議事項について、幹事会の開催に代え、書面により議決するこ 

とができる。 

（事務局） 

第１３条 協議会の事務を処理するため、公益社団法人山形県観光物産協会に事務局を設け

る。 

２ 事務局長はあらかじめ会長が指名する。 

３ 事務局の会計処理、事務の決裁及びその他の運営に関する事項は、会長が別に定める。 

（会計） 

第１４条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとす

る。 

 ２ 協議会の経費は、会員からの会費、その他の収入をもってあてる。 

 ３ 協議会の会計は、総会において報告する。 

（補 則） 

第１５条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 

 

附  則 

 この規約は、平成２８年３月２８日から施行する。 

附  則 

  この規約は、平成２９年６月１４日から施行する。 

附  則 

  この規約は、令和４年６月２０日から施行する。 

附  則 

  この規約は、令和７年７月１４日から施行する。 


